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の結果、1990 年当初には年率 10％程度の成長を記録し、また GDP に対する輸出率も






ンマーでは、2012 年において、ようやく投資率が 30％台に、成長率も 7％台に達した
ところであるが、輸出率は 15％程度にとどまっており、いずれにしても現在のミャン






















































































































（資料）ADB Key Indicators ミャンマーの輸出は筆者推計 
 
実質 GDP 成長率（％） 
 
 























































































































































































































ととした。具体的には、GDPに対する投資率が 2012年の 30％程度から約 10年後の 2020
年に向けて 40％にまで高まることとし、その後緩やかに減少していく姿を想定した（シ
ナリオ１、第２図）。実際、タイでは、1997 年の通貨危機の前までの 10年間に投資率
は 30％程度から 50％台まで上昇を示した。ただし、タイのこの 10 年間は通貨危機に
つながるバブル経済が醸成された時期でもあった。このため、ミャンマーの投資率の
想定は、タイよりも上昇を緩やかなものとし、なおかつ、ミャンマーの 2011－2035年





































































































































どまる一方、 シナリオ１では 2,236 ドルに達する。また、2035 年までの平均成長率
と資本及び全要素生産性（TFP）の貢献は、ベースライン・シナリオでは 4.7％、1.8、
1.7 であるのに対し、シナリオ１では 6.3％、2.4、2.7 となる。さらに、この間の限
界資本係数（ICOR）については、ベースライン・シナリオでは 3.3 であるのに対し、



















投資率及びTFP 投資率 = 25% (2011-35)
投資率 = 40% （2020年ま
で上昇、後減少）
シナリオ１＋TFPシフト
 = 0.06 ポイント(2011-35)
労働供給
推計結果
  一人当たりGDP (ドル、2035) 1,533 2,236 3,037
  成長率 (年率%, 2011-35) 4.7 6.3 7.6
    資本の貢献 1.8 2.4 2.8
    労働の貢献 1.2 1.2 1.2
    全要素生産性(TFP)の貢献 1.7 2.7 3.7
  限界資本係数(ICOR) 3.3 3.6 3.2



























































































































































































































































































































































サブシナリオ Aは、2011 – 2035年の推計期間中において通貨供給の指標である M1の
年率増加率を 13％に設定し、サブシナリオ Bはその増加率を 20％に設定することとす
る。この期間に、世界の実質 GDP成長率は年率平均で 2％増、為替レートは足元の 2010










  通貨供給 (M1)
年増加率
 = 13% (2011-35)
年増加率
 = 20% (2011-35)
  世界の実質 GDP
  為替レート
推計結果
  消費者物価 (%, 年率 2011-35) 5.4 11.4
  輸出  (%, 年率 2011-35) 16.5 8.3
  輸入  (%, 年率 2011-35) 15.4 20.2
  貿易収支 / GDP (%, 2035) 0.4 -298.2




















































































































































































































































































































































































































現在（2010 年）の「産業」の GDP 比率は、タイの 1975 年の比率と概ね類似している
ため、ミャンマーの足元の 2010 年の産業分割は、タイの 1975 年の産業連関表を活用
することとし、また、ミャンマーの 2020 年の「産業」比率の予測は、2010 年の比率
から線型的に上昇すると仮定すると、ちょうどタイの 1990年の「産業」比率の水準に
















































































「農林水産業」は 37.8％から 10.3％にまで減少し、「産業」は 24.3％から 41.2％まで
上昇し、「サービス」は 37.9％から 48.6％まで上昇する。第３－２表は産業別労働力




「繊維」「機械」がそれぞれ 1.17百万人、1.38 百万人と目立った増加を示している。 
 





% 2010 2020 2020 - 2010
農林水産 37.8 10.3 -27.6
産業 24.3 41.2 16.9
　鉱業 0.7 1.5 0.8
　製造業 18.8 29.4 10.6
　　食品 7.7 6.9 -0.8
　　繊維 2.7 4.9 2.2
　　製紙 1.4 1.9 0.5
　　化学・石油精製・ゴム 2.7 3.2 0.5
　　非鉄金属 0.5 1.9 1.4
　　金属製品 1.1 1.4 0.3
　　機械製品 1.8 5.9 4.1
　　その他 0.9 3.3 2.4
　電気・ガス・水道 0.3 2.6 2.3
　建設業 4.5 7.7 3.2


























百万人 2010 2020 2020 - 2010
農林水産 17.48 7.67 -9.81
産業 4.68 13.01 8.33
　鉱業 0.29 1.00 0.71
　製造業 3.52 8.83 5.31
　　食品 1.31 1.90 0.59
　　繊維 0.61 1.78 1.17
　　製紙 0.25 0.55 0.31
　　化学・石油精製・ゴム 0.62 1.20 0.58
　　非鉄金属 0.09 0.52 0.43
　　金属製品 0.18 0.38 0.20
　　機械製品 0.32 1.69 1.38
　　その他 0.13 0.79 0.65
　電気・ガス・水道 0.06 0.93 0.87
　建設業 0.82 2.25 1.44
サービス 8.79 18.23 9.44
合計 30.96 38.92 7.96
53 
 
4.5％であり、2004 年～2009 年のセメント消費量の年増加率は 1.8％であったとして
いる。これらの期間を含む 2000 年～2010 年における実質 GDP 成長率は、中央統計局
の統計では年率 12.1％増と上記の生産関連統計を大きく上回る数字となっており、む
しろ UNDP や IMF(2012)で推計された同期間の成長率 4.8％増の方が、実態に近いもの
と推察される。 
投資（IV）は、上記の実質 GDP（YS）に、GDP に対する投資率（IVY）を乗じて算出

















として推計した。すなわち、ミャンマーの 2000 年代の ICOR が中央統計局の統計から
推計して平均で 1.0 であることから、1980 年の資本ストックは、これに 1981 年の実
質 GDPを乗じることで算出した。 
労働力（LB）及び通貨供給 M1（MN）は ADB の Key Indicators 統計から、また消費
者物価指数（CP）及び世界の実質 GDP は IMF の IFS 統計からそれぞれ抽出した。実勢






10月の WEO統計による）、20,946は 2010年の GDP（固定価格、10億 kyat）（中央統計
局による）、30.96は 2010年の労働力人口（百万人）（2012年の ADB の Key Indicators


































         --- (1) 
          (0.614)      (2.541)**        (3.732)***            (9.863)*** 




タイの 1970年代の値 4.5％を使用し、初期（1980年）の資本ストックは 1981年の GDP
に 2000年代の ICOR である 1を乗じて求めた。投資 IVは以下の(3)式より導かれる。 
 







IV = YS * IVY         --- (3) 
 
● 一人当たり GDP 
一人当たり GDPは、2010年の一人当たり GDP（ドルベース）である 741.67 を、それ以
降の GDP と労働力の伸びで調整して求める。20,946 は 2010 年の GDP（固定価格、10
億 kyat）、30.96は 2010年の労働力人口（百万人）である。 
 







ln(CN/LB) = -0.286 + 1.020 * ln(YS/LB) - 0.024 * ln(CP) + 0.099*AR(1) --- (5) 
           (-0.285) (6.260)***       (-1.965)*       (0.483) 








        (-44.464)*** (4.853)***     (43.400)***  (-19.899)***     (1.458) 






ln(IM/YS) = -3.247 + 0.735 * ln(IVY(-2)) + 0.734 * ln(CP) + 0.879*AR(1) --- (7) 
          (-2.074)* (2.174)**          (1.880)*       (6.461)*** 








ln(CP) = 9.859 + 0.972 * ln(MN/YS) + 0.192*AR(1)    --- (8) 
       (61.665)*** (50.272)***    (1.010) 
RR=0.99, DW=2.00, EP=1982-2010 
 
● 需要サイドの GDP 
需要サイドの GDPは、消費、投資及び純輸出の合計である。 
 
YD = CN + IV + EX – IM       --- (9) 
 
● 貿易バランス  
貿易バランスは輸出入の差として GDP比で示される。 
 
CB = (EX - IM) / YS * 100       --- (10) 
 
 























第４表 2010 年の労働力・GDP 係数 
 
（注）係数は、百万分の１。2010 年の労働力及び GDP は、中央統計局データに基づくが、製
造業の内訳については 1975 年のタイの産業連関表を活用。 
 
第５表 2020 年の産業別 GDP 及び労働力推計手法 
 
（注）2020 年の産業別 GDP は、マクロ計量モデルのシナリオ２及び 1990 年のタイの産業連関
表に基づいて推計。2020 年の労働力は、マクロ計量モデルの想定による総数をコントロールし
た上で、2020 年の産業別 GDP に第４表で求めた労働力・GDP 係数を乗じた値で産業別に分割。 
2010年 労働力（百万人） GDP (十億kyats) 係数 （労働力/GDP)
農林水産 17.48 7,927 2.21
　鉱業 0.29 151 1.95
　製造業 3.52 3,937
　　食品 1.31 1,615 0.81
　　繊維 0.61 564 1.08
　　製紙 0.25 294 0.84
　　化学・石油精製・ゴム 0.62 565 1.10
　　非鉄金属 0.09 113 0.80
　　金属製品 0.18 225 0.81
　　機械製品 0.32 370 0.85
　　その他 0.13 191 0.70
　電気・ガス・水道 0.06 52 1.06
　建設業 0.82 943 0.87
サービス 8.79 7,936 1.11
合計 30.96 20,946
2020年 GDP (十億kyats) GDP*係数 労働力（百万人)
農林水産 5,328 11.75 7.67
　鉱業 790 1.54 1.00
　製造業 15,262 13.51 8.83
　　食品 3,578 2.91 1.90
　　繊維 2,523 2.73 1.78
　　製紙 1,010 0.85 0.55
　　化学・石油精製・ゴム 1,664 1.84 1.20
　　非鉄金属 999 0.80 0.52
　　金属製品 728 0.59 0.38
　　機械製品 3,037 2.59 1.69
　　その他 1,723 1.21 0.79
　電気・ガス・水道 1,335 1.42 0.93
　建設業 3,982 3.45 2.25
サービス 25,195 27.91 18.23





































注１）     は内生変数、     は外生変数を示す。 
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